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研究成果の概要（和文）：本研究は日英高齢者支援のボランタリーセクター（以下、「VS」とする。）に焦点を
あて、その政策や活動研究を行った。主な成果は、イギリスでは、行政とVSの「パートナーシップによる協調」
をもとに、VSの下請け化の回避政策がとられ、介護者支援では介護者による支援の経済的価値の算出、介護者の
休息や休暇の保障や所得補償等が実施されていた。これらは、今後のわが国における高齢者介護サービス供給主
体のあり方や介護者支援の検討に非常に重要な内容である。わが国では、VSごとに介護保険制度や行政との関わ
り方の多様化・草の根レベルでの介護者支援の活動が明らかになり、とくに今後はサービス介護者支援政策が必
要といえる。

研究成果の概要（英文）：Focusing on the Voluntary Sector (VS hereafter) regarding support for older 
people in Japan and Britain, this research examined VS policy and practices. Main findings for 
Britain include that under the ‘partnership working’ between local authorities and the VS, evasive
 policy of contracting-out to the VS was taken and that regarding the support for carers, the 
calculation of financial benefits of support by carers, a guarantee for respite breaks for carers, 
supplementary financial benefits etc. have been completed. This provides substantial evidence for 
the consideration of how care service providers for older people should function and of the support 
for carers in Japan in the future. Regarding Japan, the research revealed diversification in the VS 
engagement with the Long-Term Care Insurance system and local authorities, and the VS practices in 
supporting carers at grassroots levels. Policy to support care service providers is required for the
 future. 
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１．研究開始当初の背景 
日英両国の高齢者支援政策においては、要
介護高齢者だけでなく多様かつ総合的な拡
大支援政策を打ち出す一方で、非常に厳しい
財政問題の解決を求められている。この相反
する状況の打開のため登場したのが、イギリ
スでの「大きな社会（Big Society）」構想や
わが国での「新しい公共」といった概念であ
る。キャメロン保守党の中心理念として位置
づけられた「大きな社会（Big Society）」構
想では、その中心的役割を担うのがボランタ
リーセクターであり、わが国にいても多様か
つ全高齢者への支援政策を再検討するため
には、ボランティアや市民の支援活動も視野
に入れた柔軟な仕組みづくりが求められて
いる。以上のことから、今後両国の高齢者支
援政策を検討するには、これまでの民営化促
進による不公平な福祉サービス拡大でも、日
本型福祉社会のような安上がり福祉でもな
い、「共助」を支え、発展させる仕組みづく
りが必要であるといえる。  

 
２．研究の目的 
本研究は、高齢者支援のボランタリーセク
ターに焦点をあて、日英比較をとおして、多
面的（史的・政策的・実践的）な実証的研究
を目的とする。そして、両国の高齢者支援政
策の基礎となる「共助」を支える仕組みづく
りを検討する。 
 
３．研究の方法 
研究の方法は以下のとおりである。 
（1）日英ボランタリーセクター・高齢者支
援政策に関する先行研究の収集・分析 
（2）日英ボランタリーセクター・高齢者支
援政策における史的分析及び日英ボランタ
リーセクターのヒアリング調査 
（3）日英ボランタリーセクター・高齢者支
援政策に対する政策的分析 
（4）（1）～（3）を踏まえたうえで、日英研
究者実務者によるワークショップ、市民向け
セミナーの開催、学会報告、研究論文の発表 
 
４．研究成果 
(1)イギリスにおけるボランタリーセクター
の下請け化の回避と日本の現状 
イギリスにおける福祉サービス供給主体
の多元化に関しては、まず「ウォルフェンデ
ン報告」(1978 年)において、多様な主体によ
る公的サービス供給の可能性、いわゆる「福
祉多元主義」が提言された。そして、新自由
主義を政策理念として掲げ、規制緩和と市場
原理に基づいた「小さな政府」の実現をめざ
したサッチャー政権（1979 年成立）では、福
祉・保健・医療の権限と財源を地方政府へ移
管し、サービス供給においてはボランタリー
セクターへの委託が急速に進んだ。そのため、
1980 年代はボランタリーセクターが増加し、
社会福祉分野における公的サービスの担い
手として重要な役割を果たすようになった。 

しかし、ボランタリーセクターは行政の
「下請け化」していくことに対して、ボラン
タリーセクターの自発性や自立性に危機感
を募らせ、行政との関係のあり方が問われる
ようになった。その後、ブレア政権下では、
「中央•地方パートナーシップ」の標語のも
とに、公共政策を行政セクターとボランタリ
ーセクターとの「パートナーシップによる協
調」が提案され、ボランタリーセクターの「下
請け化」の回避に向けて動き出した。そして、
1998 年には政府とボランタリーセクターの
代表者との間で、「政府とボランタリーセク
ターの役割分担を明示し、協働関係を促進 
していくための両者の約束事を列記してい
る政府とボランタリーセクターとの合意文
書」１）である『コンパクト』が締結された。 
一方、日本では介護保険制度導入後、準市
場のもとでのサービス供給主体の多元化が
目指され、サービス供給におけるボランタリ
ーセクターの参入が促進されたのは周知の
とおりである。しかし、介護報酬の低さによ
る経営の厳しさや営利法人との差別化によ
る利用者の獲得が難しいなかで、これまで先
進的な取組を行ってきたボランタリーセク
ターのなかには、サービス提供のあり方、行
政や介護保険制度との関わり方を再検討す
る組織も登場している。しかし、2014 年介護
保険制度改正でもわかるように、国はさらに
地域の高齢者の組織化や地域における生活
支援への取り組みをボランタリーセクター
に対して求めており、高齢者介護政策におい
て、今後それぞれのボランタリーセクターが
どのような方向性を選択するのか、その岐路
に立っているといえる。 
 
（引用文献） 
1）（財）自治体国際化協会（ロンドン事務所）
「ローカルコンパクト(Local Compact) 」
『CLAIR REPORT NUMBER』317、2008 年。 
（ http://www.clair.or.jp/j/forum/c_repo
rt/pdf/317.pdf） 
 
（2）イギリスの介護者支援とボランタリー
セクター 
わが国では、非常に立ち遅れている介護者
支援政策であるが、イギリスでは非常に先進
的にその取り組みが実施されている。 
全国統計局『国勢調査』（2001 年版）では、
初めて介護者の無償労働の供給に関する質
問が組み込まれ、介護者は、「長期の身体的
あるいは精神的な疾患もしくは障がい、ない
し高齢に由来する諸問題を抱えることから
家族や友人、隣人もしくは他の人に何らかの
援助を与えるならば、彼女もしくは彼は無償
の介護の提供者である」と定義されている。 
また、イギリスにおいてボランタリーセク
ターの介護者支援は長い歴史を有しており、
例えば、1965 年創設された「Carers UK」に
おいてはケアラーの声を可視化し、ケアラー
の具体的な権利を獲得することを目指し活



発な活動を行っている。 
Carers UK では、介護者による支援の経済
的価値の算出を実施し、「介護の価値は、な
ぜ重要であるか」を提示している。それは
Carers UK 最高理事 ディアナ・ウィットワ
ース氏が‘Without us…？ Caluculating the 
value of carers’（2002）のまえがきで「こ
の調査報告書は、在宅介護者の努力やもがき
について示しはしない。在宅介護者が、私た
ちの暮らしにもたらす貢献の経済的価値に
ついて示す。在宅介護者の経済的な価値、す
なわち574億ポンド（2000年における推計値）
は、国民保健サービス（NHS）の年間費用に
等しい額である。私たちは、この数値を無視
するわけにはいかない。在宅介護者が日々支
払う価格の総計である。」と述べていること
からも介護者の果たしている役割の重要性
及び介護者支援政策の必要性がわかるであ
ろう。 
イギリスでの介護者支援政策は以下のと
おりであるが、とくに介護者への直接支援
（休息や休暇の保障、カウンセリングなど）
においては、わが国のようにあつまって不安
やつらさを話し合うようなゆるやかなたま
り場のような支援よりも、専門性の高い、プ
ログラム化された支援が主流である。また、
所得補償（介護者手当や年金受給権における
介護期間考慮）や介護者に対する仕事と介護
の両立支援も積極的に行われている。 

 
＜介護者へのサービス＞ 
①介護者の早期確認、②休息と休暇の保障、
③情報提供と助言、④カウンセリング、⑤
介護者自助グループ、⑥介護者支援センタ
ー、⑦介護技術の訓練、⑧交通手段の確保、
⑨介護を担う子供への支援、⑩介護者への
アセスメント、⑪支援計画策定への参画 
＜所得補償＞ 
①介護者手当、②年金受給権における介護
期間考慮 
＜仕事と介護の両立支援＞  
①柔軟な働き方 ②介護休暇制度 
＜要介護者へのサービス＞ 
①在宅サービス、②住宅の改修、③障がい
者の地方税の軽減 
＜その他＞職員への介護者問題啓発 
 
また、2009 年から 2011 年に実施された「介
護者支援全国戦略実施地域事業」 
(Carers’ Strategy‘Demonstrator Sites’）
では、イングランドの 25 地域が選定され、
18 か月の期間で介護者に対するサービスと
支援を強化するためのパイロット事業が実
施された。その取り組みは主に 3点で、①介
護者の休息と休暇、②健康診断、③NHS に
よるサポートであった。 
以上のように、介護者支援においては、ま
ず「介護者を認識する」することが重要であ
り、介護者の貢献を社会が認識したうえで、
彼らに経済的、社会的など様々な権利を与え

ることが重要であるといえる（介護者の認知
と権利の保障）。 
また、本研究では日英研究者・実務者を中
心に日英高齢者介護、とくに家族介護者支援
のワークショップを実施した。Sue Yeandle
教授（リーズ大学）、NPO法人つどい場さく
らちゃん代表丸尾多恵子さん等にご報告い
ただき、本研究チームや参加者が日英ボラン
タリーセクターの状況や介護者支援施策に
ついて相互の理解を深め、意見交換すること
ができた。また、市民へのフィードバックと
して、森が「日英比較を通じたボランタリー
セクターの現状と役割と課題―高齢者支援
を焦点に―」をテーマに市民向けのセミナー
を実施した。 

 
（3）介護予防・日常生活支援総合事業とボ
ランタリーセクター 
2014 年介護保険制度改正では、①地域包括
ケアシステムの構築、②費用負担の公平化を
二つの改革の柱とし、とくに、要支援１・２
に対する予防給付のうち訪問介護と通所介
護については予防給付から切り離して市町
村が地域の実情に応じた取り組みができる
介護保険制度の地域支援事業へ移行し、新し
く「介護予防・日常生活支援総合事業」（以
下、「総合事業」とする。）が創設された。 
 そして、総合事業における介護予防・生活
支援サービス事業の「生活支援サービス」に
おいては、「高齢者の在宅生活を支えるため、
ボランティア、NPO、民間企業、社会福法人、
協同組合等の多様な事業主体による重層的
な」サービス提供体制の構築が必要とされ、 
具体的な内容としては、配食サービスや安否
確認、コミュニティカフェや交流サロン、移
動販売や介護者支援など、ボランタリーセク
ターの取り組みが期待されている。さらに、
今回の改正では、「高齢者の社会参加」の促
進という取り組みによって、要介護認定非該
当の自立した高齢者がサービスを提供する
側として介護保険制度内に位置付けられた。 
そこで、高齢者のボランタ―セクターへの
参加状況や今後の参加のあり方を探るため、
A 市シルバー人材センターの地域班活動に焦
点をあて、世話人に対するアンケート調査を
実施した。また、介護予防・日常生活総合事
業の実施に際して、B 市シルバー人材センタ
ーの会員へ支援員養成講座やそしてボラン
ティアとして施設へ関わった状況などをヒ
アリングした。 
 アンケート調査結果からは、ボランタリー
セクターへの参加によって、高齢者と地域・
社会とのつながりを構築・維持することに非
常に大きな役割を果たしていることが明ら
かになる一方で、会員の高齢化や世話人の後
継者不足が問題としてあがっていた。このよ
うな人手不足の問題は、他のボランタリーセ
クター調査でも述べられており、特に過疎地
域においてはニーズの増大・多様化に対応で
きない状況が明らかになった。また、アンケ



ート調査では、高齢者自身が地域の高齢者に
対する見守り活動の必要性を実感しており、
その対策に高齢者が関わっていくことも提
案されていた。 
 しかし、このような、住民主体、NPO、民
間事業者などの活用と高齢者の社会参加は、
下手をすれば、財政問題を抱える介護保険制
度において、地域包括ケアシステムという名
のもとで、措置制度批判が起こったときと同
様に「安あがりな福祉」を目指し、再び「日
本型福祉社会」論の再来の危険をはらんでい
るとの懸念が拭いきれないため、今後も高齢
者介護及び介護者支援政策、またサービス供
給の基盤整備が求められているといえる。 
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